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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第97期

中間連結会計期間
第98期

中間連結会計期間
第97期

会計期間
自　2023年４月１日
至　2023年９月30日

自　2024年４月１日
至　2024年９月30日

自　2023年４月１日
至　2024年３月31日

売上高 （千円） 4,822,906 4,816,728 9,196,549

経常利益 （千円） 504,855 249,085 719,537

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（千円） 415,032 178,490 584,397

中間包括利益又は包括利益 （千円） 652,328 309,058 908,064

純資産額 （千円） 7,310,644 7,822,814 7,598,954

総資産額 （千円） 14,113,769 13,859,278 13,528,128

１株当たり中間（当期）純利益金

額
（円） 39.19 16.76 55.11

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 51.8 56.4 56.2

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 442,863 269,945 825,525

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △57,786 45,759 △160,598

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △74,901 △241,956 △514,305

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 2,991,022 2,960,990 2,829,420

 
 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または前事業年度の有価証券報告書に記載した事業

等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（１）財政状態及び経営成績の状況

①経営成績

当中間連結会計期間における我が国経済は、企業収益の改善などにより景況感は総じて良好であるものの、物価

上昇の持続や地政学リスクの長期化による企業収益の下押し懸念など、先行き不透明な状況が続いております。

当業界におきましては、運送費や各種エネルギー及び資材価格が依然として高水準で推移するなど、厳しい状況

が続いております。

このような経営環境の中、当社グループでは業務効率化によるコスト削減に努めると同時に販売価格改定を進め

るなど、売上目標達成と利益確保に尽力しました。

この結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高48億16百万円（前年同期比0.1％減）となりました。利益面で

は、運送費や人件費の上昇をコスト削減や販売価格改定で補ったものの、関連会社の豪雨被害に関する持分法投資

損失の計上などにより経常利益２億49百万円（同50.7％減）、親会社株主に帰属する中間純利益１億78百万円（同

57.0％減）となりました。

なお、当社グループは単一セグメントのため、製品別の業績を記載すると次のとおりであります。

 

濾過助剤

当期間におきましては、海外市場での売上が減少したものの、国内市場における各種化学品向け製品及び甘味料

向け製品の売上が増加しました。この結果、売上高は29億39百万円（前年同期比0.8％増）となりました。

 

建材・充填材

当期間におきましては、国内市場における各種建材向け製品の売上が減少しました。この結果、売上高は６億77

百万円（同6.4％減）となりました。

 

化成品

当期間におきましては、主にプール用塩素剤の売上が増加しました。この結果、売上高は９億34百万円（同

2.8％増）となりました。

 

その他の製品

当期間におきましては、各種化学品向け製品の売上が減少しました。この結果、売上高は２億65百万円（同

3.7％減）となりました。

 

②財政状態

　当中間連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ３億31百万円増加し、138億59百万円となり

ました。主な増加は、受取手形及び売掛金２億96百万円であります。

負債は、前連結会計年度末に比べ１億７百万円増加し、60億36百万円となりました。主な増加は、支払手形及び

買掛金１億63百万円であります。

純資産は、前連結会計年度末に比べ２億23百万円増加し、78億22百万円となりました。主な増加は、利益剰余金

93百万円、為替換算調整勘定１億13百万円であります。

　なお、自己資本比率は、前連結会計年度末の56.2％から56.4％となりました。
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（２）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末より１億31百

万円増加し、29億60百万円となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、２億69百万円となりました。

　これは、主に税金等調整前中間純利益２億86百万円、減価償却費１億15百万円，仕入債務の増加１億８百万円、

持分法による投資損失52百万円に対し、売上債権の増加２億48百万円、棚卸資産の増加75百万円があったことによ

ります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果得られた資金は、45百万円となりました。

　これは、主に定期預金の払戻収入による収入１億35百万円、投資有価証券の売却収入66百万円に対し、有形固定

資産の取得による支出１億９百万円、投資有価証券の取得による支出40百万円があったことによります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果支出した資金は、２億41百万円となりました。

　これは、主に長期借入金による収入４億50百万円に対し、短期借入金の返済による支出３億76百万円、長期借入

金の返済による支出１億36百万円、社債の償還による支出１億５百万円、配当金の支払額85百万円があったことに

よります。

 

（３）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

 

（４）研究開発活動

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は、総額43百万円であります。なお、当中間連結会計期

間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

（５）主要な設備

前連結会計年度末において計画中であった主要な設備の新設、休止、大規模改修、除却、売却等について、当中

間連結会計期間に著しい変動があったものは次のとおりであります。なお、下記金額に消費税等は含んでおりませ

ん。

 

実施を次年度以降に延期した案件

提出会社

事業所

（所在地）

投資予定金額
設備の主な内容 実施時期

総額（千円） 既支払額（千円）

岡山工場

（岡山県真庭市）
未定 －

珪藻土製造設備

改修工事一式
次年度以降未定

（注）2024年10月に予定しておりました設備投資は次年度以降に延期しております。

投資予定金額は未定であります。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

  普通株式 32,000,000

計 32,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2024年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2024年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 11,979,000 11,979,000
東京証券取引所

（スタンダード市場）

単元株式数

100株

計 11,979,000 11,979,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

 資本準備金
 増減額

（千円）

 資本準備金
 残高（千円）

2024年４月１日～

2024年９月30日
－ 11,979,000 － 598,950 － 527,529
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（５）【大株主の状況】

  2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

　シグマ株式会社 　東京都目黒区上目黒１丁目８番10号 1,938 17.63

　石橋　健藏 　東京都港区 1,419 12.91

　公益財団法人石橋奨学会 　東京都目黒区東山３丁目１番11号 1,000 9.10

　朝日生命保険相互会社 　東京都新宿区四谷１丁目６番１号 768 6.99

　昭和化学工業取引先持株会 　東京都港区赤坂２丁目14番32号 494 4.50

　白山工業株式会社 　東京都港区赤坂２丁目14番32号 341 3.11

　株式会社三井住友銀行 　東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 340 3.09

　石橋　敬子 　東京都品川区 316 2.88

　北沢産業株式会社 　東京都渋谷区東２丁目23番10号 255 2.32

　株式会社北陸銀行 　富山県富山市堤町通り１丁目２番26号 231 2.10

　株式会社みずほ銀行 　東京都千代田区大手町１丁目５番５号 231 2.10

計 － 7,334 66.73

　（注）１．上記の他、自己株式が987千株あります。

　　　　２．上記所有株式の他、2024年10月31日現在の役員持株会での持分として、石橋健藏氏が34千株を所有しており

ます。

　　　　３．白山工業株式会社が所有している株式については、会社法施行規則第67条第１項の規定により議決権の行使

が制限されています。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,328,400 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 10,646,500 106,465 －

単元未満株式 普通株式 4,100 － －

発行済株式総数  11,979,000 － －

総株主の議決権  － 106,465 －

　（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式５株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2024年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

昭和化学工業株式会社
東京都港区赤坂２丁

目14番32号
987,100 － 987,100 8.24

白山工業株式会社
東京都港区赤坂２丁

目14番32号
341,300 － 341,300 2.85

計 － 1,328,400 － 1,328,400 11.09

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、監査法人グラヴィタスによる期中レビューを受けております。

　なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

　第97期連結会計年度　　　　八重洲監査法人

　第98期中間連結会計期間　　監査法人グラヴィタス
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,149,420 3,145,990

受取手形及び売掛金 ※１ 2,716,352 3,012,603

商品及び製品 377,475 431,285

仕掛品 456,539 477,600

原材料及び貯蔵品 203,448 204,536

その他 101,916 80,029

貸倒引当金 △20,606 △16,990

流動資産合計 6,984,544 7,335,056

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 835,117 815,973

機械装置及び運搬具（純額） 495,636 534,699

土地及び原料用地（純額） 988,968 985,128

その他（純額） 169,532 162,599

有形固定資産合計 2,489,254 2,498,400

無形固定資産   

その他 124,027 102,993

無形固定資産合計 124,027 102,993

投資その他の資産   

投資有価証券 3,465,106 3,448,889

長期貸付金 59,980 59,380

繰延税金資産 20,111 39,047

その他 469,781 455,367

貸倒引当金 △84,679 △79,856

投資その他の資産合計 3,930,301 3,922,828

固定資産合計 6,543,583 6,524,222

資産合計 13,528,128 13,859,278
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※１ 1,217,659 1,381,202

短期借入金 2,092,791 1,716,000

１年内償還予定の社債 190,000 160,000

１年内返済予定の長期借入金 208,340 270,700

未払法人税等 96,942 128,369

賞与引当金 45,145 94,867

その他 336,447 345,533

流動負債合計 4,187,326 4,096,672

固定負債   

社債 250,000 175,000

長期借入金 472,520 724,085

繰延税金負債 55,824 60,396

役員退職慰労引当金 18,998 18,998

退職給付に係る負債 854,105 871,508

その他 90,399 89,803

固定負債合計 1,741,847 1,939,791

負債合計 5,929,174 6,036,464

純資産の部   

株主資本   

資本金 598,950 598,950

資本剰余金 566,281 566,281

利益剰余金 5,694,833 5,788,125

自己株式 △383,189 △383,189

株主資本合計 6,476,874 6,570,166

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 937,885 954,545

土地再評価差額金 6,545 6,504

為替換算調整勘定 177,649 291,596

その他の包括利益累計額合計 1,122,080 1,252,647

純資産合計 7,598,954 7,822,814

負債純資産合計 13,528,128 13,859,278
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

売上高 4,822,906 4,816,728

売上原価 3,263,661 3,360,043

売上総利益 1,559,245 1,456,685

販売費及び一般管理費 ※１ 1,178,045 ※１ 1,258,581

営業利益 381,200 198,104

営業外収益   

受取利息及び配当金 32,602 35,705

持分法による投資利益 59,969 －

固定資産賃貸料 27,983 27,299

売電収入 15,551 17,080

その他 23,783 61,734

営業外収益合計 159,891 141,819

営業外費用   

支払利息 14,789 13,617

持分法による投資損失 － 52,897

売電費用 11,774 11,102

その他 9,672 13,220

営業外費用合計 36,235 90,838

経常利益 504,855 249,085

特別利益   

有形固定資産売却益 37,514 23

投資有価証券売却益 － 51,232

関係会社清算益 1,476 －

特別利益合計 38,991 51,255

特別損失   

固定資産売却損 － 237

固定資産除却損 540 13,792

特別損失合計 540 14,029

税金等調整前中間純利益 543,307 286,311

法人税、住民税及び事業税 148,377 135,071

法人税等調整額 △20,620 △27,250

法人税等合計 127,757 107,820

中間純利益 415,549 178,490

非支配株主に帰属する中間純利益 517 －

親会社株主に帰属する中間純利益 415,032 178,490
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

中間純利益 415,549 178,490

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 186,737 17,086

為替換算調整勘定 24,482 66,808

持分法適用会社に対する持分相当額 25,558 46,672

その他の包括利益合計 236,778 130,567

中間包括利益 652,328 309,058

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 651,812 309,058

非支配株主に係る中間包括利益 515 －
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 543,307 286,311

減価償却費 115,994 115,209

貸倒引当金の増減額（△は減少） 860 △8,439

賞与引当金の増減額（△は減少） 2,492 49,722

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 8,693 17,402

受取利息及び受取配当金 △32,602 △35,705

支払利息 14,789 13,617

持分法による投資損益（△は益） △59,969 52,897

関係会社清算損益（△は益） △1,476 －

投資有価証券売却損益（△は益） － △51,232

固定資産除却損 540 13,792

有形固定資産売却損益（△は益） △37,514 213

売上債権の増減額（△は増加） △310,980 △248,118

棚卸資産の増減額（△は増加） △83,476 △75,960

仕入債務の増減額（△は減少） 396,218 108,524

その他 △64,082 27,596

小計 492,793 265,833

利息及び配当金の受取額 42,031 101,360

利息の支払額 △14,609 △14,268

法人税等の支払額 △77,352 △104,892

法人税等の還付額 － 21,912

営業活動によるキャッシュ・フロー 442,863 269,945

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入 － 135,000

有形固定資産の取得による支出 △67,504 △109,403

有形固定資産の売却による収入 76,500 23

無形固定資産の取得による支出 △67,200 △6,086

固定資産の除却による支出 △540 －

投資有価証券の取得による支出 △977 △40,532

関係会社の清算による収入 4,301 －

投資有価証券の売却による収入 － 66,075

長期貸付金の回収による収入 600 600

短期貸付金の回収による収入 － 2,000

その他 △2,966 △1,917

投資活動によるキャッシュ・フロー △57,786 45,759

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △53,673 △376,791

長期借入れによる収入 200,000 450,000

長期借入金の返済による支出 △105,230 △136,075

社債の発行による収入 98,940 －

社債の償還による支出 △115,000 △105,000

配当金の支払額 △95,278 △85,198

自己株式の売却による収入 － 11,108

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出
△4,660 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △74,901 △241,956

現金及び現金同等物に係る換算差額 8,252 57,822

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 318,427 131,570

現金及び現金同等物の期首残高 2,672,595 2,829,420

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１ 2,991,022 ※１ 2,960,990
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改正会計基

準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しております。

　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３項ただ

し書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号2022年10月

28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。な

お、当該会計方針の変更による中間連結財務諸表への影響はありません。

　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表における

取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当中間連結会計期間の期首から適用しております。当

該会計方針の変更は、遡及適用され、前中間連結会計期間及び前連結会計年度については遡及適用後の中間連結財務諸表

及び連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前中間連結会計期間及び前連結会計年度の中間財

務諸表及び連結財務諸表への影響はありません。

 

（中間連結貸借対照表関係）

※１　中間連結会計期間末日満期手形

　中間連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、前連結会

計年度の末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が前連結会計年度末日残高に含まれており

ます。

 

 
前連結会計年度

（2024年３月31日）
当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

受取手形 125,248千円 －千円

支払手形 42,591千円 －千円

 

（中間連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日

　　至　2023年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日

　　至　2024年９月30日）

発送費 468,083千円 515,516千円

貸倒引当金繰入額 1,585千円 △5,456千円

賞与引当金繰入額 24,767千円 52,057千円

退職給付費用 20,343千円 21,279千円

減価償却費 17,937千円 17,723千円

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間連結会計期間

（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

現金及び預金勘定 3,311,022千円 3,145,990千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △320,000千円 △185,000千円

現金及び現金同等物 2,991,022千円 2,960,990千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月29日

定時株主総会
普通株式 98,927 9 2023年３月31日 2023年６月30日 利益剰余金

（注）2023年６月29日定時株主総会決議による１株当たり配当額には、創立90周年記念配当４円を含んでおり

ます。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月27日

定時株主総会
普通株式 87,935 8 2024年３月31日 2024年６月28日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後とな

るもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年11月14日

取締役会
普通株式 32,975 3 2024年９月30日 2024年12月12日 利益剰余金

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前中間連結会計期間（自2023年４月１日　至2023年９月30日）及び当中間連結会計期間（自2024年４月１日　

至2024年９月30日）

当社グループは単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（収益認識関係）

　当社グループの売上高は、顧客との契約から認識された収益であり、財またはサービスの種類別に分解した場合

の内訳は、以下のとおりです。なお、当社グループは単一セグメントですので、セグメント情報との間の関係は示

しておりません。

 

前中間連結会計期間（自 2023年４月１日 至 2023年９月30日）

（単位：千円）

濾過助剤 2,915,083

建材・充填剤 724,084

化成品 908,375

その他 275,363

合計 4,822,906

 

当中間連結会計期間（自 2024年４月１日 至 2024年９月30日）

（単位：千円）

濾過助剤 2,939,534

建材・充填剤 677,968

化成品 934,151

その他 265,074

合計 4,816,728

 

 

 

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

　１株当たり中間純利益金額 39円19銭 16円76銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益金額

（千円）
415,032 178,490

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利

益金額（千円）
415,032 178,490

普通株式の期中平均株式数（千株） 10,590 10,650

 (注)　　潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

 

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　  該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2024年11月13日

昭和化学工業株式会社

取締役会　御中

 

　監査法人グラヴィタス

　京都府京都市

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 藤本　良治

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 飯田　一紀

 

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている昭和化学工業株

式会社の2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月30

日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中

間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、昭和化学工業株式会社及び連結子会社の2024年９月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全て

の重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。

また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報

告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

　（注）　１．上記は期中レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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